様式１号


	
小値賀町新型コロナウイルス感染症拡大防止支援金支給申請書

	申請日
	令和 ３ 年　　　月　　　日

	小値賀町長　様




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付印

　〇事業主（申請者・受給者）
	施設・店舗名称
	

	代表者氏名
	

	代表者住所・電話番号
	小値賀町　　　　　郷　　　　　番地　　　　　℡



　　下記の事項に同意の上、支援金を申請します。
　
 受給資格の確認に当たり、公簿等で確認を行うことがあります。
 公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出をお願いします。
　小値賀町が、下記に記載された受取口座に振込手続後、記載間違い等の事由により振り込
みが完了せず、かつ、申請受付開始日から申請期限までに、小値賀町が事業主に連絡・確認できない場合は、小値賀町は当該申請が取り下げられたものとみなします。
 申請内容や書類に虚偽、不正が判明した場合は、支援金の取り消しや返還をしていただきます。
[bookmark: _GoBack]
	申請額　　　　　　　　　　　　　　円
※裏面の支援金の額を記載してください。







　〇受取口座
	金融機関名
（ゆうちょ銀行を除く）
	支　店　名
	分類
	口座番号
	口 (ふ)　座 (り)　名 (が)　義 (な)

	1.銀行
2.農協
3.漁協  
	本店・支店
本所・支所
	1.普通
2.当座
	
	

	
	支店ｺｰﾄﾞ
	
	
	
	


	金融機関名
	通帳記号
	通帳番号
	口 (ふ)　座 (り)　名 (が)　義 (な)

	ゆうちょ銀行
	
	
	


※振込先口座は代表者の口座に限ります。
【－裏面に続きます－】



【裏面】
【支援金種別】　　※該当する箇所に  してください。
	区分
	支給金額
	必要書類
	支給条件等

	支　援　金　（　宿泊施設）
	【一律（Ａ）】
＝　　　300,000円

【加算（定員数）（Ｂ）】
（　　　）名×@10,000円
※( )に定員数を記入してください
＝　　　　　　　　　円
（上限300,000円）

【支給額（Ａ）＋（Ｂ）】
＝　　　　　　　　　円
（上限600,000円）
	
 旅館業法等許可書
※写し可


 売上等証拠書類等
※写し可
	新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策のため、町が行った緊急事態宣言発令地域からの渡航自粛の呼びかけに伴い、観光客等の減少の影響を受け、経営が
悪化した宿泊事業者

 旅館・民宿・ゲストハウス等を営む事業者であり、旅館業法等に基づく営業許可を有する事業者であること
 令和３年１月～３月のいずれかの月の売り上げが、前年同月比２０％以上減少していること
 １年以内に起業した事業者については、これまでの売上等証拠書類を添付すること

	
	
【一律】
＝　　　100,000円

	 関係許可書等
※写し可
 売上等証拠書類等
※写し可
	 農林漁業体験民宿業により、民泊を営む事業者であり、関係する許可証等を有する事業者であること
 令和３年１月～３月のいずれかの月の売り上げが、前年同月比２０％以上減少していること

	支援金（　飲食施設）
	
【一律】
＝　　　200,000円

	
 食品衛生法許可書等
※写し可


 売上等証拠書類等
※写し可
	新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策のため、町が行った緊急事態宣言発令地域からの渡航自粛の呼びかけに伴い、観光客等の減少の影響を受け、経営が
悪化した者

 飲食店等を営む事業者であり、食品衛生法に基づく営業許可を有する事業者であること
 令和３年１月～３月のいずれかの月の売り上げが、前年同月比２０％以上減少していること
 １年以内に起業した事業者については、これまでの売上等証拠書類を添付すること

	支援金（（宿泊及び飲食事施設を除く）
	
【一律】
＝　　　100,000円

	
 売上等証拠書類等
※写し可
	
 観光客等の減少を受け、経営が悪化した事業者であること
※土産屋・レンタカー・観光客向けの商品を製造する
事業者など
 令和３年１月～３月のいずれかの月の売り上げが、前年同月比２０％以上減少していること
 上記支援金（宿泊及び飲食事業者等にかかるもの）を申請・受給していないこと




様式２号

誓　　　約　　　書

〇 小値賀町新型コロナウイルス感染症拡大防止支援金
　　の支給を申請するにあたり、以下のとおり誓約します。


１　今回の申請要件はすべて満たしています。

２　申請書類に記載された内容に虚偽及び不正が判明した場合は、支援金の返還に異議なく応じます。

３　小値賀町から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。

４　業種にかかる営業に必要な許可等をすべて有しています。

５　町税の未納はありません。

６　自己及び事業実施主体の構成員等は、次の（１）から（３）までのいずれにも該当するもの    
   ではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次の（１）から（３）までのいずれの
関与もありません。
（1） 小値賀町暴力団排除条例（平成24年11月1日条例第16号）第２条第１号に
規定する暴力団
（2） 小値賀町暴力団排除条例（平成24年11月1日条例第16号）第２条第２号に
規定する暴力団員
（3） 小値賀町暴力団排除条例（平成24年11月1日条例第16号）第２条第４号に
規定する暴力団密接関係者


小 値 賀 町 長　様
令和 ３ 年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業主（申請者・受給者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　　　　所　　小値賀町　　　　　郷　　　　　番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　施設・店舗名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


